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論  文       

所有権制度の温暖化問題への適用と 

経済・貿易の持続的発展の確保 

安本 皓信 Akinobu Yasumoto 
(一財) 国際貿易投資研究所 客員研究員 

 

 要約 

本年末、パリ郊外で気候変動枠組条約（UNFCCC）第 21 回締約国会議

（COP21）が開かれる。そこでは、2020 年発効を目指して UNFCCC の全

締約国に適用される法的拘束力のある新枠組の合意が期待されている。会

議に先立ち、温室効果ガス（GHG）の排出削減につき、各国は 2030 年の

自国の国別目標に関する約束草案の自主的提出を求められている。 

6 月のエルマウに於ける G7 サミットでは、「気候変動に関する政府間パ

ネル・第 5 次評価報告書（IPCC・AR5）に示されたように、気候変動に対

処するために、緊急かつ具体的な行動が必要である。」とし、COP21 の「合

意成果を採択するという、我々の強い決意を確認する。」とこの会議への

首脳の意気込みを鮮明にした。ここでも、国別目標に繋がる約束草案の提

出が世界の全ての国に対し要請された。 

だが、排出削減には GDP の縮小（＝排出削減費用注 1）を伴うが、どの

ような制度でなされるかでそれが大きく異なることを考えると、制度の議

論抜きで国別目標がその「緊急かつ具体的な行動」のために必要というの

は、合理性に欠ける。地球温暖化は、GHG の全球排出量が吸収量を上回

ってきた結果累積した GHG が引き起こした現象だ。肝心なのは、全球の

累積排出量をさらに積み上げかねない全球排出量をどう減らすかだ。国別

排出量は全球排出量の単なる内訳にすぎない。全球排出量は国別排出量の
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合計だから、各国が野心的な国別目標をもって自主的削減に励むべしとす

るボトムアップ的手法では GDP の無用な収縮を招くだけだ。排出削減費

用の最小化は、世界の経済・貿易の持続可能な発展に不可欠だ。 

今急ぐべきは、①カンクン合意の 2100 年工業化前気温＋2℃未満の実現

に至る道程を数年（例えば、5 年）毎に区切った期間の全球の排出許容量

を目標（以下「全球目標」）にして、これらを連ねた目標径路と②世界経

済をしてその目標径路を最小の費用で確実に辿らせるための制度につい

ての合意だ。その要点は、殆どどの国にもある所有権制度の対象に、全球

目標を加え、その単位量毎の所有権たる排出権の制度整備を各国で行うこ

とだ。 

全球目標が合計量となる国別目標を排出権の発行枠として各国政府に

配分し、排出権の自由・内外無差別な取引を保障する制度（以下「全球排

出権制度」）を創設すれば、排出権に需給均衡価格がつき、温室効果が内

部費用化し、燃料間の競争条件がイコールフッティングするので、市場競

争を通じて排出削減費用を最小化しつつ、カンクン合意が実現する。 
 

１．新枠組が本来目指すべきこと 

 

IPCC・AR5 によれば、今後有効な

排出削減策がとられない場合、2100

年の GHG の大気中濃度は現状の

CO2換算 430ppm から 1,000ppm を超

える水準に達し、地上平均気温が工

業化前＋4℃を超える可能性が増す

という。その結果、自然災害の頻発

と甚大化、少なからぬ生物種の絶滅、

水不足や食料不安等の懸念が高まり、

安全保障にも係わる深刻で広範に亘

る不可逆的な影響を世界全体に及ぼ

すリスクが大になる怖れが強いとい

う。 
とはいえ、温暖化の完全な防止は

最早難しく、2100 年に平均大気温を

工業化前＋2℃未満の上昇に抑える

というカンクン合意の目標を果たす

のが精々のようだ。この目標を、経

済・貿易の持続可能な発展と衡平を

維持しつつ達成するには、IPCC・

AR5 で示された代表的濃度径路

（RCP）注 2 のうち RCP2.6 のような
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低位安定化シナリオにあるような

2100 年に至る目標径路を、数年毎の

期間目標を連ねたものとして策定し、

科学技術の進歩と温暖化の実態を踏

まえ、数年毎にローリングさせてい

くことが先ず必要と思われる。2100

年までに工業化前＋2℃未満に対応

するGHG濃度 450ppmを達成したら、

その後はネット排出量ゼロ、即ち、

吸収量注 3≧排出量を保っていけば＋

2℃未満で大気温度は安定する。 

目標径路が国際合意で設定された

ら、それを確実かつ費用対効果高く

辿れる制度の構築が同時に必要とな

る。そうした制度が満たすべき条件

については、IPCC・AR5・Synthesis 

Report は、大要「①全ての国で直ち

に排出削減措置がとられること、②

全球で単一の排出権価格が成立する

こと注 4、③技術制約が課せられない

こと」の 3 点を、ごく控え目に挙げ

ている。これらのうち、①と③の必

要性とそのための措置の内容は自明

と思われるので、議論を省略し、②

の内容とこの条件を満たす制度につ

き検討したい。 

 

２．GHG の排出削減と所有権制度

の活用 

 

市場経済の下では、普通の財は勿

論、土地、著作物、技術、ソフトウ

ェア等さまざまなモノに所有権制度

が及んでいる。この制度の下では、

モノを排他的に消費しようとする者

は、通常対価支払を伴う取引によっ

てその所有権を取得する必要がある。

所有権を取得せずに、モノを消費す

れば窃盗犯として公権力によって処

罰される可能性があるからだ。消費

に対価支払が必要になると、それは

消費する者にとって費用となるので、

節約のインセンティブが働く。他方、

無償で消費できる限り、節約への経

済的動機は働かない。 

所有権制度は、公権力が確立して

いる国ならば、先進国・途上国を問

わず、どの国にも存在する。だが、

全球の GHG の排出許容量を所有権

制度の対象にしている国はない。こ

のため、排出許容量の消費（食い潰

し）である GHG の排出は、無償で

自由にできてきた。それ故、消費に

節約がかからず、GHG の大気中濃度

は上昇し続けてきた。地球温暖化は
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「市場の失敗」とされるが、むしろ、

GHG の排出許容量が所有権制度の

対象になっていないことに因る「所

有権制度の失敗」とすべきだ。排出

許容量は、未だにフリーアクセスの

コモンズ（共有地）のままであり、

早い者勝ちで食い尽くされてしまう

リスクに曝されている。こうしたリ

スクを解消し、目標径路に乗せて脱

線せずに世界経済を進ませるために

は、GHG の排出許容量についての国

際合意量たる全球目標を定め、それ

を所有権制度の対象に加え、次のよ

うな制度の整備を急ぐ必要がある。 

所有権は、一般に財や資源の「排

他的消費権」や「排他的処分権」を

指すが、所有権制度の対象に全球の

GHG の排出許容量を加えたとき、そ

の所有権は GHG の排出許容量の「排

他的消費」、即ち、「排出」について

の権利（即ち、「排出権」）となる。 

排出権制度には、欧州共同体排出

量取引制度（EU-ETS）のような先行

例があるが、取引費用（≒制度の執

行費用）に影響する制度上の欠陥が

あり、これでは全球排出量どころか

一国の排出量の把握すら不可能だ。

これに対し、GHG 又は燃焼などの化

学反応等により GHG が排出される

化石燃料等（以下「化石燃料等」）を

輸入・国内出荷しようとする者（以

下「輸入者等」）に、それらの CO2

換算排出量に相当する排出権の保有

を義務付け、通関又は蔵出しする化

石燃料等の量が輸入者等の保有する

排出権の券面量以内かどうかをチェ

ックする上流型排出権制度は、制度

の執行内容が簡便なため取引費用が

低く、政権基盤が著しく不安定な一

部の国・地域を除き、最貧国を含め

た全球で実施できるので、全球排出

量の管理が可能だ。 

 

３．全球排出権制度による排出権

貿易が 2100 年ゼロ・エミッ

ションを実現 

 

最後に、2100 年に至るまでの道程

を数年毎に区切って各期間に全球目

標を設けた上で、全球排出権制度を

使用すれば、期間毎の目標を効率性

（＝最小の排出削減費用）と衡平を

確保しつつ達成することを重ねてい

くことにより、目標径路を一歩一歩

着実に辿り、カンクン合意の 2100

年＋2℃未満を実現できることを論
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証したい。 

そのために、全球目標が合計量と

なる国別目標を任意の組合せで注 5

各国政府に配分した上で、（1）各国

が全球排出権制度によらずに国別目

標を個別に守ることで全球目標を達

成しようとするケース（全球排出権

制度不使用ケース）と（2）国別目標

を各国政府の排出権の発行枠として

扱い、全球排出権制度により全球目

標を達成しようとするケース（全球

排出権制度使用ケース）につき、そ

のパフォーマンスの相違を簡単な図

を用いて比較する。 

先ず、図にあるように、BAU（な

んら削減措置を講じない状況：

Business As Usual）排出量がそれぞれ

OARA、OBRBである A、B 2 国のみか

ら成る世界を想定する。A、B 両国

に上流型排出権制度ができると、輸

入者等に対し、当該化石燃料等の

CO2 換算排出量に相当する排出権の

保有が義務付けられるので、ここに

排出権の需要が生じる。この需要に

対して、各国政府に国別目標を排出

権の発行枠として配分し注 6、自由・

内外無差別の原則で、目標径路に沿

って排出権の供給を始めると、輸入

者等は排出権を購入してその分の費

用を上乗せして化石燃料等を売り出

しても、限界削減費用注 7（＝限界価

値生産物）≧排出権価格である限り、

それを購入して事業者が事業を営む

と利益が生じるので、両国の限界削

減費用曲線注 8 はそれぞれの国の排

出権の需要曲線となる。従って、こ

の曲線を、排出量（排出権の需要量）

を横軸に、排出権価格（限界削減費

用）を縦軸にして図示すると、通常

の需要曲線と同様、排出権価格が低

くなるにつれ、それを買って行う事

業の採算が向上するため需要が増え

るので、図の A、B 2 国の限界削減

費用曲線 QARA、QBRBのように、右

下がりの曲線として描ける。また、

全球の限界削減費用曲線は A、B 2

国の限界削減費用曲線を横に足し合わ

せたものなので、図の曲線 QA＋BRA＋B

のようになる。 

今、全球目標が OA＋BNA＋B と合意

され、国別目標を合計値が全球目標

と一致する（OA＋BNA＋B＝OA
1NA＋

OB
1NB＝OA

2NA＋OB
2NB）ように、A、

B 両国に配分 1（OA
1NA, OB

1NB）又は

配分 2（OA
2NA, OB

2NB）のいずれかの

組合せで国別目標を配分する。 
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その上で、全球排出権制度の不使用

ケースと使用ケースとで、両国の排

出削減費用がどうなるかを見てみよ

う。 

 

（1）全球排出権制度不使用ケース 

（1-1）配分 1 の下では、A 国は、

BAU の状況では OARAを排出するこ

とにより△OARAQAのGDP 注 9を生産

するところ、1NARA を排出削減しな

ければならないので、これを排出す

ることにより生産されるはずの△

1NARA
1LA分のGDPを失う。このGDP

の喪失分が機会費用で見たA国の排

出削減費用だ。また、B 国は BAU

排出量が国別目標より小さいので、

削減の必要がなく、排出削減費用＝0。

従って、全球の排出削減費用＝△

1NARA
1LAとなる。 

（1-2）配分 2 の下では、A 国の排

出削減費用＝△2NARA
2LA、B 国の排

出削減費用＝△2NBRB
2LBとなるので、

全球の排出削減費用＝△ 2NARA
2LA 

＋△2NBRB
2LBとなる。 

OA
1NA TA

2NA  RA OB
2NBTB RB

1NB OA+B NA+B RA+B

価格、
限界削減費用

価格、
限界削減費用

価格、
限界削減費用

p
p

A国

図：全球排出権制度の下では、全球目標を一定にして、国別目標(排出権の発行枠)の配分を変えても、
各国の排出量とGDP・排出削減費用は変わらない。排出権輸出入額にのみ影響。（コース定理）

従って国別目標の配分は各国が合意しやすい衡平基準で行うことが可能 効率と衡平の両立

配分1

1LA

2LB

2LA

1MA
SA SB

2MA
１MB

2MB

MA＋B

配分2 配分1配分2 全球目標

全球目標＝A国への配分1+B国への配分1＝ A国への配分2+B国への配分2 として、

国別目標の配分がいずれでも、排出権取引により、全球の排出削減費用は になる。
その排出削減費用は、排出権取引がない場合のA、B両国の排出削減費用の合計より小さい。

排出量 排出量 排出量

配分１のときの排出権輸入費用 配分１のときの排出権輸出収入

配分２のときの排出権輸出収入 配分２のときの排出権輸入費用

B国 全球

限界削減費用曲線

QA+B

QB

QA

限界削減費用曲線
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（1-1）、（1-2）を通じて、国別目

標の配分が各国の排出量と GDP の

大きさを決めている。 

 

（2）全球排出権制度使用ケース 

全球目標が OA＋BNA＋B なので、

NA＋B から上げた垂線が排出権の供

給曲線となるが、これと全球の限界

削減費用曲線QA＋BRA＋Bの交点MA＋B

が排出権の全球市場における均衡点

となる。この MA＋Bを通る水平線 pp

は排出権の全球市場での均衡価格水

準であり、この価格水準線 pp と A、

B 両国の限界削減費用曲線との交点

SA、SBが排出権の A、B 各国市場で

の均衡点注 10になる。即ち、全球で単

一の排出権価格が成立し、そこでは、

いずれの国でも、事業者は注 7 の通

り、付加価値最大化（＝排出削減費

用の最小化）注 11を果たしている。 

（2-1）配分 1 のときの排出削減費

用を見てみよう。A 国の事業者は、

排出権価格が p なので、利潤最大化

できるよう、限界削減費用≧p の

1NATA（＝1NBTB）の排出権を B 国政

府から買うと、合計 OATA の排出が

で き る よ う に な る た め 、 台 形

OATASAQAの GDP 生産が可能になる

の で 、A 国 の 排 出 削 減 費 用 は

△TARASA となる。B 国は 1NBTB

（＝1NATA）の排出権を価格 p で A

国に売却して□1NBTBSB
1MB の排出

権輸出収入を得る。ただし、TBRBは

A 国に売った排出権の中に含まれ、

使えないため、その分で生産できた

はずの△TBRBSBは犠牲となり、台形

1NBRBSB
1MB が B 国の排出権輸出所

得となる。B 国の排出権輸出収入と

A 国の排出権輸入費用は全球ベー

スでは相殺されるので、全球排出削

減費用＝ △ TARASA ＋ △ TBRBSB

＝△NA＋BRA＋BMA＋Bとなる。 

これらの結果、A 国の排出削減費

用は、全球排出権制度不使用ケー

スでは△ 1NARA
1LA だったものが

△TARASAまで減少し、B 国は、排出

削減費用 0 から台形 1NBRBSB
1MB の

所得を得ている。全球排出権制度に

よって、両国ともに排出削減費用が

減少していることから、全球の排出

削減費用は、当然に全球排出権制度

不使用ケースより減少している。 

（2-2）配分 2 のときの排出削減費

用はどうだろうか。A 国の事業者は、

TARAの部分では p≧限界削減費用な

ので、排出権を使って生産しても赤
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字になるため、使用しない。そこで、

このうちの 2NATA（＝2NBTB）の排出

権を B 国に輸出すると、A 国は□

2NATASA
2MAの輸出収入を得、B 国は

それと同額の□2NBTBSB
2MB の輸入

費用を支払う。 

A 国の排出削減費用＝排出削

減費用（TARA の排出削減で失う

GDP）－2NATA の排出権輸出収入

＝△TARASA－□2NATASA
2MA 

B 国の排出削減費用＝排出削減費

用（TBRBの排出削減で失う GDP）＋

2NBTBの排出権輸入費用 

＝△TBRBSB＋□2NBTBSB
2MB 

よって、全球排出削減費用

＝ △ T A R A S A ＋ △ T B R B S B

＝ △NA＋BRA＋BMA＋Bとなる。 

（∵□2NATASA
2MA＝□2NBTBSB

2MB）。 

この場合も、排出権貿易により両

国とも排出削減費用が減少し、しか

も、（2-1）と（2-2）の全球排出削減

費用は△NA＋BRA＋BMA＋B と同一とな

る。これは、最小だからに外ならな

い。 

以上から、次が示唆される。 

①全球排出権制度使用ケースでは、

全球排出目標さえ与えられれば注 12、

排出権に全球で単一の価格が付き、

各国の排出量と GDP は、国別目標

（排出権の発行枠）には一切影響

されることなく、排出権価格の水

準線と各々の限界削減費用曲線と

の交点（図の SA、SB）で決まる。

その際、全球及び各国の排出削減

費用は最小化し、GDP は最大化し

ている。 

②他方、国別目標の配分は、全球排

出権制度使用ケースでは、国別目

標と排出量の差が排出権の輸出入

量注 13となるので、排出権の輸出入

額を決める。国別目標の配分問題

は、全球排出権制度不使用ケース

では GDP 又は排出削減費用とい

う大きな配分問題であったが、全

球排出権制度は、それを排出権の

輸出収入と輸入費用という金額的

に遥かに小さな配分問題に帰着さ

せる。過去の COP 交渉では、国別

目標の配分は、深刻な衡平問題を

惹起して、国際合意の妨げになっ

てきたが、全球排出権制度は、ど

のような国別目標の配分が合意さ

れようと、最大の効率性を実現で

きるので、合意の余地が広がろう。 

③全球排出権制度以外では、排出削

減費用の最小化どころか、国別目
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標の遵守すら難しいのではないか

注 14。それらの中で、国別目標を対

象にした国内で完結する上流型排

出権制度は国別目標の遵守を可能

にするが、国別目標の大きさ如何

で、排出権価格が国別に大きく異

なってしまうので、全球ベースで

の排出削減費用の最小化にはつな

がらない。各国間で自由・無差別

な排出権貿易を行えば価格差は解

消するが、それこそ全球排出権制

度と同じだ。 

全球排出権制度に拠れば、密輸・

窃盗等排出権の取得なしでの化石燃

料の輸入等の取締まりなどに各国政

府が真剣に取り組むだけで、他は市

場に任せれば、毎期の全球目標を効

率性と衡平を確保しつつ、達成でき

る。それを重ねることで目標径路を

辿り、2100 年ゼロ・エミッションが

実現する（本稿は以前からの基本構

想を基に、元地球環境大使の西村六

善氏との共同作業で具体化したもの

である。）。 
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注 1. 機会費用から見た概念で、排出削減し

たために実現できなかった付加価値

額（又は GDP）のこと。 

注 2. IPCC・AR5 では、2100 年の GHG 濃

度を基準にシナリオを分類し、そのう

ち、約 300 のベースライン・シナリオ

（追加的な排出抑制努力が何もされ

ないシナリオ）と約 900 の緩和シナリ

オ（実施する各緩和策に対応した気候
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システムの応答を示したシナリオ）を

収集。そのうち、将来の GHG の安定

化レベルと、そこに至る径路のうち代

表的なものを RCP（Representative 

Concentration Pathway）とし、RCP に

続く数字が大きいものほど 2100 年に

おける放射強制力（温暖化を引き起こ

す効果）が大きいとしている。RCP

には、2100 年以降も放射強制力の上

昇が続く RCP8.5（高位参照シナリオ）、

2100 年に工業化前＋2℃未満実現の

確度が高い CO2 換算濃度 450ppm を

実現する RCP2.6（低位安定化シナリ

オ）、この両者の間にあって 2100 年以

降に安定化する RCP6.0（ 高位安定化

シナリオ）と RCP4.5（中位安定化シ

ナリオ）の 4 つがある。 

注 3. 大気中の二酸化炭素などの GHG は海

洋、土壌、生態系などに吸収される。

これらの自然吸収量付近に全球排出

量を抑えれば、GHG の大気中濃度は

安定化する。 

注 4. 排出削減に当たって、我が国では技術

開発の重要性のみが強調される感が

あるが、「全球で単一の排出権価格」

を成立させる制度の創設も重要だ。単

位排出量当たりの生産性を向上させ

る技術進歩があれば、同一の排出量で

より大きな GDP の産出が可能になる。

これは、同一の排出量を削減する場合

に失われる GDP（排出削減費用）の

大きさを、技術進歩の前後で比較する

と、技術進歩後の方が大きいというこ

とだ。従って、技術進歩後における限

界削減費用均等化による排出削減費

用の最小化の重要性は、技術進歩前に

比べて増すことがあっても減ること

はなく、それを実現する「全球で単一

の排出権価格」は重要だ。 

注 5. 衡平の基準は人・社会・時代等により

異なるが、「任意の組合せ」の国別目

標で効率性（排出削減費用の最小化）

が得られるならば、いずれの国別目標

の組合せが衡平とされようとも、効率

性を確保しうることになる。全球排出

権制度使用ケースでは、国別目標が負

の場合を除き、「任意の組合せ」の国

別目標で効率性が得られる。累積排出

量均等が衡平の条件となった場合、過

去の大排出量国については、今後の排

出量を負にしなくてはならない可能

性があるが、負の国別目標を受け入れ

る国は果たしてあるだろうか。 

注 6. 排出許容量は、元来人類共有の資源だ

ったが、全球排出権制度が発足すれば、

これを基に有価の排出権が発生する。
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無価から有価の資源になったとき、取

引により売上金が発生するが、人類共

有の資産であったことを考えると、排

出権の発行枠の各国政府又は国際機

関等への配分を通じ、排出削減の負担

の国際間の衡平化や適応策のために

用いるなど、有効活用を図ることが適

切だ。これにより、途上国への資金還

流の課題に資することができる。 

注 7. GHG の限界削減費用は、GHG1 トン

を追加的に排出したら生産されるは

ずのところ、それをやめることで失う

限界生産物価値のことで、いわゆる

「機会費用」である。二酸化炭素を実

際に 1 トン追加的に排出して、例えば

2 トンの鉄鋼が追加的に生産される

としたら、それは二酸化炭素の限界的

排出増に伴う限界生産物であるが、鉄

鋼の価格がトン当たり 10 万円だとし

たら 20 万円が限界生産物価値になる。

このような排出をやめてしまうと、鉄

鋼 1 トンの限界生産物が生産されず、

従って 20 万円の限界生産物価値が機

会費用となるので、限界削減費用は

20 万円ということになる。限界生産

物価値と限界削減費用は、前者は、生

産が実行されたときの価値で、後者は、

実際には実行されなかったが、実行さ

れていたならば実現されたはずの価

値である。両者の絶対額は当然に一致

する。 

限界削減費用≧排出権価格ならば、排

出権を購入して生産すると付加価値

が生じ、限界削減費用＝排出権価格の

とき付加価値（効率性）は最大となる。 

注 8. 排出権の購入を義務付けられた輸入

者等が限界削減費用＝排出権価格と

なるように排出権を購入するので、市

場における排出権価格と排出権の需

要量の関係（排出権の需要曲線=限界

削減費用曲線）が取引実績の軌跡を通

じて顕示される。排出権制度不使用の

場合でも、限界削減費用曲線は潜在的

には存在するが、限界削減費用曲線が

顕示されることはない。 

また、投資と排出削減に関する実績

数値などを基に、各国の限界削減費用

曲線を推計し、各国の限界削減費用が

均等になる排出量を国別に算出して、

その数字を国別目標とすることが衡

平とする議論が一部にあるが、この議

論では次の点が看過されている。①投

資費用と限界削減費用は別概念であ

ること、②全球排出権制度の下では国

別目標はそもそも不必要なこと（注

10 参照）、③限界削減費用の均等化は
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効率性の条件であっても、衡平の条件

ではないこと、④国別目標が決められ

ても、それだけでは排出削減されない

ことなど。 

注 9. 図の△OARAQA が GDP になるのは、

限界削減費用＝限界生産物価値であ

り、限界生産物価値を排出量（OARA）

で定積分すれば、その排出量で生産さ

れる付加価値（GDP）となるからだ。 

注 10. SA、SBが均衡点なので、A、B 両国の

排出量は、国別目標の大きさに拘わ

らず、各々均衡排出量である OATA、

OBTB となる。両国の国別目標（排出

権の発行枠）OA
1NA、OA

1NB；OA
2NA、

OB
2NB が予め均衡排出量と同一量に

設定されている場合を除き、排出量

が国別目標と一致することはない。

このようなことは、市場における経

済主体の行動選択についての完全情

報がない限り起こりえない。従って、

全球排出権制度の下では、国別目標

は、国毎の排出量の実際の配分には

一切関係なく、あくまで排出権の国

別の発行枠であるに過ぎない。 

他方、全球排出権制度不使用ケース、

就中、自主的措置による削減では、

国別目標は一国の排出量とGDPの大

きさを決める重みをもつ。 

注 11. GHG の排出は通常経済活動に伴って

なされる。自主的であれ何であれ、

排出削減をすればそれに伴って経済

活動は低下するので、国・全球ベー

スで考えれば GDP の減少となる。全

球目標が設定され、そこまで排出削

減をするとき、当該全球目標で生産

しうる GDP が最大化していれば、喪

失する GDP である排出削減費用は最

小化されていることになる。全球目

標の排出量で生産しうる GDP の最大

化とBAUから全球目標まで排出削減

することで失う GDP（排出削減費用）

の最小化は同値の問題に外ならない。 

注 12. 全球排出権制度使用ケースでは、全

球目標さえ国際合意されていれば、

国別の排出量と GDP が決まるので、

国別目標を予め決めておく必要はな

く、全球目標が国際合意されたら、

これを国際機関に発行枠として与え、

排出権の売上金を事後的に各国間で

配分するという方式もありうる。売

上金の配分は販売後いつでもできる

ので、新枠組の交渉が難航するよう

であれば、売上金を国際機関の預か

りとして、目標径路と制度の交渉を

COP で優先させることも可能だ。 

なお、本稿では、全球目標＝国別目
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標の合計を前提にして議論を進めて

きたが、国別目標を予め決めておく

必要のない全球排出権制度の下では

この前提が不要なことはいうまでも

ない。この前提を置いたのは、全球

排出権不使用ケースには国内の排出

削減を国民の自主的削減に任せる場

合が含まれており、その場合には、

この前提が満たされていなければ、

全球目標が遵守できないことは明白

だからだ。 

注 13. 国別目標が国内における排出権発行

枠で、国別の排出量が国内における

排出権需要量なので、各国の排出権

の需給の差が正の値であれば当該国

の排出権輸出量、負の値であれば排

出権の輸入量となる。 

注 14. 例えば、排出削減を事業者等の自主

的措置に任せるのでは、政府の補助

等があっても、国別目標の遵守に足

りる十分な削減のための誘因となる

かどうかの保証がない。全球ではさ

らなる懸念がある。また、経済的措

置とされる炭素税についても、税率

が各国共通であれば、「全球で単一の

排出権価格」にはなるものの、いく

らの税率ならどれだけの排出削減が

期待できるかについての完全な情報

がなければ、全球目標達成に十分な

税率を予め設定できない。また、そ

うした税率が設定できなくとも、税

率が排出量の変動に応じて随時動か

せるならば、全球目標を達成できる

かもしれないが、税率の設定は国会

の議決事項であることが通例である

ことに鑑みると、炭素税にも無理が

ある。さらに、CDM 類似メカニズム

については、正しく運用されていた

としても、クレジットが使用されれ

ば、全球ベースでは、排出量がプラ

ス・マイナスでゼロになるので、排

出削減にはならないという構造上の

問題に加え、取引費用がかかりすぎ

る難点がある。 

要すれば、全球排出権制度不使用ケ

ースでは、市場における全ての経済

主体につき、予めその行動選択を完

全に予見できない限り、全球排出権

制度使用ケースと同様のパフォーマ

ンスは得られない可能性が高い。
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